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高山市

１．事業概要 ～計画概要、位置～

高山地方合同庁舎に入居予定の税務署及び公共職業安定所は築後４０年以上，法務総合庁舎は築後３８年を

経過し、施設の老朽化による不具合が生じ、税務署及び検察庁については業務の多様化や業務量の増大による狭

あいが著しい。税務署については耐震性能が不足し、大規模地震時に倒壊・崩壊の恐れがある。自衛隊出張所は

民借しているため集約により合理化を計る必要がある。

高山市では、高山駅周辺の官庁街を含めたエリアについて、平成１５年度にシビックコア地区計画が承認されたこ

とを受け、土地区画整理事業（平成２９年度末完成予定）等のまちづくりを進めており、高山駅前に合同庁舎が整

備されることで、地域連携の促進、まちづくりへの寄与とともに、周辺庁舎の集約化により庁舎跡地（国有財産）の

有効活用が図られる。以上の理由により、早急に新たな庁舎を整備する必要がある。

（１）計画概要

（２）位 置 岐阜県高山市

高山税務署

ＪＲ高山駅

自衛隊
岐阜地方協力

本部高山出張所
【民借】

高山公共職業安定所

高山地方合同庁舎（計画地）

高山市シビックコア地区計画

高山法務総合庁舎
（岐阜地方検察庁高山支部・区検察庁）

（岐阜地方法務局高山支部）

高山市役所

N
１００ｍ

※新規採択時評価資料（H27）より
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１．事業概要 ～新庁舎の概要～

○敷 地 岐阜県高山市昭和町２丁目 ４，０１５㎡
○建 物 庁舎：鉄筋コンクリート造 地上４階、 延べ面積 ５，５０１㎡

車庫：木造 平家建、 延べ面積 ２０８㎡
○入居官署 岐阜地方検察庁高山支部・高山区検察庁

岐阜地方法務局高山支局
高山税務署
高山公共職業安定所
自衛隊岐阜地方協力本部高山出張所

○総事業費 ２１．８億円（設計費、工事監理費含む）
○事業期間 平成２８年度 ～ 令和２年度 外観 西面

（３） 新庁舎の概要

全景 配置図
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○官庁営繕事業における事後評価の視点

事後評価は、新規事業採択時評価と同様、次の３つの視点で実施（視点毎に評価）

①事業計画の必要性 ②事業計画の合理性 ③事業計画の効果（B1・B2）

（官庁営繕事業の効果は、提供される行政サービスと一体となって発揮されるという特性
があり、費用便益分析（Ｂ／Ｃ）がなじまないことから、事業計画の合理性は代替案との
経済比較等により確認している。）

○国土交通省所管のいわゆる「その他施設費」に係る完了後の事後評価実施要領

事後評価の視点
（１）費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

（２）事業の効果の発現状況

（３）事業実施による環境の変化
（４）社会経済情勢の変化

（５）今後の事後評価の必要性

（６）改善措置の必要性

（７）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

２．事業評価の方法
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②事業計画の合理性
要件：評点100点
いずれかに当てはまる（100点）

・事業案が代替案より経済的
・リスク等総合判断から合理的
・代替案では同等の性能を確保できない
（代替案が存在しない） ほか

①事業計画の必要性
要件：評点100点以上
建物の状況から、事業の必要性
について採点して評価

その他、

…などの項目について評価する。

事業計画

建替
（新営）

③事業計画の効果（B1・B2）
【B1】要件：評点100点以上
【B2】施策反映を確認

【B2】(施策に基づく付加機能)

自然エネルギー利用

ユニバーサル
デザイン

防災性の確保

地域防災へ
貢献する取組

【B1】(業務を行うための基本機能)

法令・
条例に
適合

適正な規模適切な
執務空間

適切な
敷地の場所・

規模

業務を行うための必要な機能を満たすことを
採点して評価

事業の特性に合致した施策に基づく機能が付
加されていることを確認

防災機能の不備
解消の必要性

狭あい
解消の必要性

分散 借用返還

老朽
による弊害解消

の必要性

既存部分
の改修

不足分の
増築

代替案A 代替案B

民間ビル
への入居

比較して合理性を評価

地域連携

建物の状況を項目別に評価

木材利用推進 地域との
連携

事後評価は、新規事業採択時評価手法に定める評価項目について、評点を算出して行う。

２．事業評価の方法
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３．事業計画の必要性の確認

新規事業採択時評価（H27）から事業完了時点（R2）までの間に上記の評点に影響を
及ぼすような社会経済情勢の変化はなく、事業計画の必要性に変化はないことを確認

≧１００点

※（ ）内は新規採択時評価の評点

計画理由 評 点 該当する官署等

老 朽 87.0 (87.0) 税務署、職業安定所、法務局、検察庁

狭あい 2.4 (2.4) 税務署、検察庁

借用返還 1.7 (1.7) 自衛隊地方協力本部

分散 － （該当なし）

都市計画の関係 4.0 (4.0) 【加算点】 高山地区シビックコア地区整備計画

立地条件の不良 － （該当なし）

施設の不備 2.5 (2.5) 税務署、職業安定所

合同庁舎計画 10.0 (10.0) 【加算点】 合同庁舎計画に基づくもの

評 点 107 (107)

○既存庁舎の現状、新庁舎計画内容等を踏まえて必要性を評価
１．各入居官署の既存庁舎の現状（老朽、狭あい等）を踏まえて、計画理由ごとの評点を算出
２．算出した評点を主要素と従要素（素点の1/10の評点）に分類し、各入居官署の評点を算出
３．各入居官署の評点を面積案分したものに新庁舎整備による加算点を加えて、全体評点を算出
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３．事業計画の必要性の確認（旧庁舎の概要）

（１） 高山税務署
○建設年 ： 昭和４４年

○所在地 ： 岐阜県高山市名田町３－８２

○構造・規模 ： 鉄筋コンクリート造 地上２階 延べ面積９８９㎡

○施設の状況 ： 老朽・狭あい・駐車場不備・耐震性能不足

○建設年 ： 昭和４７年

○所在地 ： 岐阜県高山市上岡本町７－４７８

○構造・規模 ： 鉄筋コンクリート造 地上２階 延べ面積６７９㎡

○施設の状況 ： 老朽

（２） 高山公共職業安定所

○建設年 ： 昭和５２年

○所在地 ： 岐阜県高山市花岡町２丁目５５－１６

○構造・規模 ： 鉄筋コンクリート造 地上２階 延べ面積１，４６７㎡

○施設の状況 ： 老朽・狭あい

（３） 高山法務総合庁舎
【入居官署】 岐阜地方検察庁高山支部・区検察庁、

岐阜地方法務局高山支部

（４）自衛隊岐阜地方協力本部 高山出張所
○所在地 ： 岐阜県高山市花岡町２丁目５８－２

○施設の状況 ： 民間ビルを賃借 延べ面積63㎡ 7



４．事業計画の合理性の確認

○代替案として既存庁舎・敷地の活用案を設定し、事業案と比較
（新規事業採択時評価と同じ代替案を、事業完了時点での費用により再計算）

新規事業採択時評価（H27）から事業完了時点（R2）までの間に上記の試算に影響を
及ぼすような社会経済情勢の変化はなく、事業計画の合理性に変化はないことを確認

項目 Ａ 事業案
（新築）

B 代替案
（増築＋改修、賃借）

施設整備費（建設費・企画設計費、解体費） 2,258,421 2,185,993

維持修繕費（修繕費・保全費・光熱水費、賃料） 1,479,630 1,531,862

土地の占用に係る機会費用 432,114 589,782

法人税等 -310,400 -342,737

総費用 3,859,765 3,964,900

（注１）庁舎建設期間と維持管理期間（50年）を評価対象として、現在価値化した金額である。（社会的割引率 ４％）
（注２）土地の占用に係る機会費用とは、土地が建物によって占用されることによって失われる利益（地代等）
（注３）法人税等は、法人税と消費税について、賃借以外（建設業、製造業）と賃借（不動産業）の金額を算出

（千円）
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５．事業計画の効果（基本機能：B1）の発現状況の確認

○ 業務を行うための基本機能 （Ｂ１）

事業計画の効果（基本機能：B1）が発現されていることを確認

※（ ）内は、新規採択時評価の評点

分類 評価項目 評点 評点の根拠

位置

用地の取得・借用 1.1  (1.0)
国有地として取得済である。
（※新規事業採択時は未取得であったため1.0）

災害防止・環境保全 1.1  (1.1)
自然的条件からみて災害防止・環境保全上良好な状態
である。

アクセスの確保 1.1  (1.1) 周辺に道路・鉄道が整備済であり、アクセスは良好である。

都市計画その他の土地利用
に関する計画との整合性

1.0  (1.0) 都市計画・土地利用計画等に積極的に貢献している。

敷地形状等 1.0  (1.0)
敷地全体の有効利用や敷地への安全・円滑な出入りが
実現できている。

規模
建築物の規模 1.0  (1.0) 業務内容等に応じ、適切な規模となっている。

敷地の規模 1.0  (1.0)
建築物の規模及び業務内容等に応じ、適切な規模となっ
ている。

構造
機能性（業務を行うための
基本機能に該当する部分）

1.0  (1.0) 執務に必要な空間及び機能が適切に確保されている。

評点
（全評価項目を掛け合わせて100倍）

133（121） （1.1×1.1×1.1×1.0×1.0×1.0×1.0）×100

（なお、事業実施が影響を及ぼした自然環境や生活環境の変化として特に確認を要するものはない。） 9



○ 施策に基づく付加機能（Ｂ２ ） 【総括表】

事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）が発現されていることを確認

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認

分 類 評価項目 主な取組内容

社会性

地域性
○地方公共団体との連携（高山市シビックコア地区整備計画）
○まちづくりとの連携（高山駅周辺地区まちづくり協議会）

景観性
○景観形成の取組（高山市景観計画 中心商業景観重点地域）
○古い町並みのデザインモチーフを踏襲（まちあるき会の開催）

環境保全性

環境保全性
○事務室等への照明制御の導入による省エネ化
○太陽光発電による自然エネルギーの有効活用
○屋上緑化による緑化の推進

木材利用促進
○内装等の木質化
○自転車置場・車庫の木造化

機能性
ユニバーサルデザイン

（UD）

○建築物移動等円滑化誘導基準を満たした上で、特にUDに配慮
○ＵＤレビューによる、トイレ配置計画等への反映
○玄関庇を大きく取り車いす用駐車スペースを軒下に計画

安全性 防災性
○官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づいた取組がなされている

ほか、防災に関する一般的な取り組みが行われている。

経済性 耐用性・保全性 ○将来の機器更新に配慮した設備スペースを確保
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（参考） 同計画の基本方針

○都市核の形成と中心市街地機能の強化

○行政機能の集約化による利用者サービスと行政活動の向上

○文化・福祉などの市民活動拠点の形成

○交通結節点機能の向上と駐車場整備による歩行者流動の創出

○都市環境形成のモデルとなる高山らしい都市の顔の形成

合同庁舎敷地内通路

地域性
○地方公共団体との連携（高山市シビックコア地区整備計画）
○まちづくりとの連携（高山駅周辺地区まちづくり協議会）

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認

【高山市シビックコア地区整備計画（高山市：平成15年８月策定）】
高山合同庁舎は地区内主要施設の一つであり、行政機能の集約化

による利用者サービスと行政活動の向上に寄与

【高山駅周辺地区まちづくり協議会】
協議会に参加し（平成16～29年）、合同庁舎

整備事業について意見交換

（1）公共施設整備計画

（2）駅周辺地区の都市景観

（3）シビックコア地区整備計画の事業

（４）合同庁舎の配置計画、外観（高山らしさ）、その他要望事項等

高山駅周辺地区（西口） 11



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認

景観性
○景観形成の取組（高山市景観計画、中心商業景観重点地域）
○古い町並みのデザインモチーフを踏襲（まちあるき会の開催）

【まちあるき会の開催】
設計段階で町並み保存会や市役所の方々と市街地を歩き、

「高山らしさ」について考え、古い町並みのデザインをどのように設計に取り

入れるか検討し、

・深い軒庇や縦格子のデザイン

・町屋に見られる暖色系の色彩

などの古い町並みの意匠をデザインモチーフとして踏襲
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環境保全性
○事務室等への照明制御の導入による省エネ化
○太陽光発電による自然エネルギーの有効活用
○屋上緑化による緑化の推進

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

昼光

750lx 750lx750lx

※昼間の明るさを利用して、 照明エネルギーを削減

室内照明を昼光量や在席状況に応じて自動的に制御
することで、省エネルギー化を図る。
・昼光制御 昼光量により照度を調整する。
・人感センサー 在席状況により点灯・消灯する。
・初期照度補正 初期の余分な明るさを抑えて、

寿命まで一定の明るさで調光。

【事務室等への照明制御の導入による省エネ化】

【太陽光発電による自然エネルギーの有効活用】 【屋上緑化による緑化の推進】

庁舎屋上に太陽光発電設備（２０ｋｗ）を設置
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１階エントランスホール・EVホール

車庫

自転車置場

総合案内板・庁舎管理室 1階広報コーナー

【内装の木質化】 【自転車置場・車庫の木造化】

木材利用促進
○内装等の木質化
○自転車置場・車庫の木造化

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認
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３階 ４階
左右両勝手の
水平可動手すり

幼児用便器

乳幼児用
ベット

折り畳み式
大型ベット

各階ごとに異なる機能を備えた多機能トイレ

１階 ２階 オストメイト
（全階設置）

【耐用性・保全性】
将来の機器更新に配慮した設備スペースを確保

【UDレビューの実施】

玄関庇を大きく取り車いす用駐車スペースを軒下に計画

ユニバーサル
デザイン

○建築物移動等円滑化誘導基準を満たした上で、特にユニバーサルデザインに配慮
○ＵＤレビューによる、トイレ配置計画等への反映
○玄関庇を大きく取り車いす用駐車スペースを軒下に計画

防災性
○官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づいた取組がなされている

ほか、防災に関する一般的な取り組みが行われている。

耐用性・保全性 ○将来の機器更新に配慮した設備スペースを確保

・隣接する「総合福祉センター」の機能を補完するユニ
バーサルデザインの取組
・ＵＤレビューを実施し、「高山市社会福祉協議会」の意見
を反映

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認
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ﾍﾟｰｽ総合

執務室以外総

合

快適性総合

安心安全総合

地域への影響

職 員（91人）

全施設平均 当該施設

顧客満足度調査CASBEE （建築環境総合性能評価システム）

・CASBEEは、建築物の環境品質、環境負荷の両側面から評価
できる指標として採用している。
・建築物を環境効率（BEEランク）で格付けする手法である。
高山地方合同庁舎はQ=61 L=32となり、BEE値は
1.8（Aランク大変良い）となっている

Ｓ ：素晴らしい Ａ ：大変良い

Ｂ+ ：良い Ｂ- ：やや劣る

Ｃ ：劣る

32 

61 1.8
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外部環境負荷
L（Load）

4.5

4.5

4.3

4.8

4.3

4.3

総合満足度

利用目的利用しやす

さ

利用しやすさ総合

快適性総合

安心安全総合

地域への影響

全施設平均 当該施設

一般利用者（13人）

５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能：B2）の発現状況の確認
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【計画理由： 老朽、狭あい、借用返還、地域連携、施設の不備】

新規事業採択時評価から変化はないことを確認

②事業計画の合理性

また、①から③の確認に当たって、事業実施による環境の変化、社会経済情勢の変化は見受けられない。

６．評価結果のまとめ

（効果確認）
・ CASBEE(建築環境総合性能評価システム)
・ 顧客満足度調査（CS）

③事業計画の効果

本事業は、事業目的を果たし、かつ、事業の効果も十分発現していると判断
できるため、再度の事後評価及び改善措置の必要性はない。

〇対応方針（案）

①事業計画の必要性

【合理性の該当項目： 代替案より事業案の方が経済的】

新規事業採択時評価から変化はないことを確認

【業務を行うための基本機能 （B1：位置、規模、構造の指標）】

新規事業採択時評価から変化はないことを確認

【施策に基づく付加機能 （B2：社会性、環境保全性、機能性、安全性、経済性の項目）】

新規事業採択時評価の想定から同等以上の発現状況を確認
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